
 平成
27 年 8 月

工事場所 京都市中京区壬生東高田町1番地の2

工 事 名

設　計　金　額

円 

円 

円 

設　　計 工　　期

工　 事　 費

工 事  価 格

消費税及び地方消費税相当額

ただし，救急・災害医療支援センター非常用電源供給設備
設置工事

京都市立病院整備工事

工  　事 　 設  　計 　 書工  　事 　 設  　計 　 書工  　事 　 設  　計 　 書工  　事 　 設  　計 　 書

契約の日から　　平成27年　12月　18日　まで



（種目別内訳）

名　　　称 摘　要 数量 単位 金　　額 備　　考

直接工事費 1 式

共通費

Ⅰ　共通仮設費 1 式

Ⅱ　現場管理費 1 式

Ⅲ　一般管理費等 1 式

計

合計（工事価格）

消費税等相当額 1 式

総合計（工事費）



（科目別内訳）

名　　　称 摘　要 数量 単位 金　　額 備　　考

１　充電設備等設置工事費 1 式

２　ＰＶ・蓄電池設備設置工事費 1 式

３　付帯設備設置工事費 1 式

合　計



仕様書 

 

１ 工事名称   

京都市立病院整備工事 

ただし，救急・災害医療支援センター非常用電源供給設備設置工事 

 

２ 工事場所 

  京都市中京区壬生東高田町１番地の２ 

  救急・災害医療支援センター（以下「支援センター」という。）及び北駐車場 

 

３ 工期 

  契約の日から平成２７年１２月１８日まで 

 

４ 工事及び業務の概要 

  本工事は，以下の工事及び業務を含む。 

（１） Ｖ２Ｈ設備設置工事 

（２） 太陽光発電設備設置工事 

（３） 蓄電池設備設置工事 

（４） 電気自動車急速充電設備設置，案内板設置及び路面標示工事 

（５） 各種設置機器制御設備及び配電線路設置工事 

（６） 発生材処理 

（７） 上記（１），（４）及び（５）に係る関係補助金申請業務 

（８） 工事に伴う各種申請業務等 

 

５ 工事及び業務の内容 

（１） Ｖ２Ｈ設備設置工事 

・ 倍速充電・自動充電制御可能であること。 

  ・ 充電部 １φ３Ｗ １００－２００Ｖ ３０Ａ（６ｋＷ）未満 

  ・ 供給部 １φ３Ｗ １００－２００Ｖ  

（１００Ｖ片相４０Ａ以下，１００Ｖ×２で合計６０Ａ以下） 

  ・ 接続可能車種 日産 ＬＥＡＦ，ｅ－ＮＶ２００ 

           三菱 ＭｉＥＶシリーズ，アウトランダーＰＨＥＶ 

           トヨタ ミライ   等 

           ＣＨＡｄｅＭＯ規格対応 

・ 系統非連系で使用，施錠管理可能であること。 

（２） 太陽光発電設備設置工事 

・ パネル屋根設置８ｋＷ以上 

（Ｖ２Ｈを通じて電気自動車１２kW～２４kW に１日で満充電可能容量） 

・ パワーコンディショナーは，接続箱壁面取付対応，系統連系可能であること。 

・ 太陽光発電パネル固定については，強度と防水性能を十分考慮した方法で行うこと。 



（３） 蓄電池設備設置工事 

・ １２ｋＷｈ以上 

・ リチウムイオン蓄電池 

  ・ 系統連系についてＪＥＴ認証付，系統連系可能であること。 

（４） 電気自動車急速充電設備設置，案内板設置及び路面標示工事 

・ 入力３φ２００Ｖ 出力３０ｋＷ（ＤＣ５０～５００Ｖ，０～６０Ａ） 

  ・ ＣＨＡｄｅＭＯ規格対応，認証課金対応可能（施錠管理可能）であること。 

  ・ 出力設定，電源設定等の遠隔操作設定が可能であること。 

（５） 各種設置機器制御設備及び配電線路設置工事（別紙図面参照のこと） 

・ 既設ＱＢから急速充電設備の設置位置まではＣＶＴ６０°既設あり。 

  ・ Ｖ２Ｈシステムと分電盤を接続するなど必要に応じて配線敷設すること。 

・ Ｖ２Ｈ供給時に系統から切り離しに必要な分電盤の加工または新設を行うこと。 

  ・ 上記（１）Ｖ２Ｈ及び（４）電気自動車急速充電器の固定については支援センター付近の基礎

上に据付のこと。 

（６） 発生材処理 

  ・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律，その他関係法令を順守し，適切に処理すること。 

（７） 上記（１），（４）及び（５）に係る関係補助金申請業務 

・ 一般社団法人次世代自動車振興センターが交付する「次世代自動車充電インフラ整備促進事業

費補助金（以下「補助金」という。）」申請書類一式を準備し，申請に係る一切の手続きを代行す

ること。 

なお，発注者の押印及び登記簿謄本等が必要な場合は，十分に余裕を持って発注者と調整する

こと。 

・ 補助金の申請に当たっては，京都府次世代自動車インフラ整備ビジョンとして確認済みである

ため，「第１の事業」として申請すること。 

（８） 工事に伴う各種申請業務等 

  ・ 工事に当たっては，法令，条例等に基づき，関係行政機関及び電力供給会社等と必要な調整を

行い，申請等が必要なものについては適切に手続すること。 

 

６ 提出資料 

（１） 工事の着手に先立ち，使用機材・施工に関する資料，工程表，作業員名簿及び緊急連絡体制表

を速やかに提出し，発注者の承認を得ること。 

（２） 工事完了後，報告書を速やかに提出すること（工事における補助金申請部分については，補助

金実績報告時の提出書類をもってこれに代えることができる。）。報告書には完成図，試験成績報

告書のほか，業務の実施状況を記録した写真をファイル(Ａ４サイズ)等に整理し，注釈を記載し

て添付すること。 

 

７ 報告・連絡 

現場責任者は，作業着手及び作業の進捗状況について，必ず口頭又は電話等により，その都度発注

者の指定する監督員に報告すること。 

また，担当者と緊密な連絡を図り，全般の責にあたること。 

 



８ 工事上の注意 

（１） 工事期間中においても支援センター施設を可能な限り使用できる状態に保つこと。工事内容等

により，やむを得ず施設の閉鎖又は一部使用中止が必要な場合は，必要最低限の期間，範囲とし，

事前に発注者と十分な調整を行うこと。 

（２） 工事に当たっては，仕様書並びに関係法規・規程等を遵守のうえ，確実・堅牢・美観に留意し

て行うこと。 

（３） 作業中に第三者の生命身体に危害又は工作物に障害，損傷を与えた場合は，現場責任者は人命

救助措置を行った後，現場の状況を監督員に報告し，速やかに必要な措置を講じるとともに，請

負者はその補償を行うこと。 

（４） 本仕様書に明記しないもので，整備上当然必要とするものは請負者の責任において施工するこ

と。 

 

９ 疑義 

施工に当たりこの仕様書に疑義を生じた場合は，発注者と請負者が協議を行うものとする 

 

10 完了検査 

（１） 請負者は，工事が完了した時点で完了届を発注者に提出しなければならない。 

（２） 発注者は，完了検査に先立ち，請負者に対して検査日を通知するものとする。 

（３） 検査員は，請負者を検査に立ち会わせるものとする。 

（４） 検査員は，設置目的物を対象として本仕様書と対比し，次の各号に掲げる検査を行うものとす

る。 

ア 設置されたものに対し，形状，寸法，精度，数量，品質及び出来ばえの検査を行う。 

イ 設置されたものに対し，要求された機能が正常に動作するかの検査を行う。 

（５） 完了検査に必要な物品等は，請負者において準備すること。 

（６） 検査員は，修補の必要があると認めた場合には，請負者に対して期限を定めて修補の指示を行

うものとする。 

 

11 その他 

（１） 工事場所を主会場とした大規模防災訓練（以下「訓練」という。）を実施するため，平成２７

年１１月２７日（金）から平成２７年１１月２９日（日）の期間については，工事を中断し訓練

に支障がないよう工事場所を整理すること。 

（２） 補助金の対象となる工事については，補助金の交付決定通知書発行を待って着工すること。交

付決定通知書の発行には申請から３０日程度かかることを考慮した工程とすること。 



（1)　請負者は，建設業退職金共済組合に加入し，本工事に必要な共済証紙の確保を行う。
（2)　請負者は，対象労働者の共済手帳に共済証紙を貼付する。また，下請契約を締結する

　　際には，下請負者に対して本制度の周知徹底を図る。
　　　なお，下請負者の規模が小さく管理事務の処理の面で万全でない場合は，請負者がそ

　請負者は，本工事に関わる現場雇用労働者(下請負者が雇用する労働者を含む。)の退職金

　　　(ｱ)　作業に従事する労働者が石綿粉じんにより汚染され,又はこれらを吸引しないよ

　　　(ｲ)　保護具の使用状況を監視する。

　　ア　作業主任者

　　　(ｱ)　アスベスト成形板の除去は，内装材及び外部建具等の撤去にさきがけて行う。

　　　(ｲ)　建物内部で除去作業を行う場合は，外部建具を閉鎖するとともに,ガラスの破損

　 (2)　現場説明書

　 (3)　特記仕様書

　　　　　 (ただし，前払金，部分払金の当該年度の累計は，その年度の支払限度額を超え

　　　　　　ることはできない。)

工事　　　　

平成　　年　　月　

No. 　（　　）枚の内　 No. 　（　　）枚の内　平成　　年　　月　

工事設計図　 　設計変更

　ただし，

２ ２ ２

　　　　本工事の電子納品対象書類は，完成写真，完成図(ＣＡＤデータを貸与した場合)，

　　　施設台帳，機器台帳とする。

　・　配置場所

　・　日　　数　　　　　　　日
　・　人　　数　　　　　　　名

　　　ことを確認したうえで提出する。

　　　　貸与するＣＡＤデータの著作権は，京都市が保有している。

　　　定する。

27

　　　特記仕様書

　　(はしご作業厳禁，写真撮影要)

　　　使用してはならない。

　　　　貸与するＣＡＤデータは，当該工事における施工図又は完成図の作成のため以外に

　　　るものとする。

　　　　なお，貸与するＣＡＤデータと設計書(契約図面)に相異がある場合は，設計書によ

　　　ラーがないことを確認した後，ウイルスチェックを行い，ウイルスが存在していない

特 記 仕  様 書　〔 電 気 設 備（改修）〕

　　　（選択する項目において■印を本工事に適用する。

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の仕様書等を適用する。

　　　また，本工事に機械設備工事及び建築工事を含む場合は，それぞれ当該工事の標準
　　仕様書等を適用する。

　　　設計図書に定められた内容に疑義を生じた場合は，監督職員との協議による。

　 (4)　図面

　 (5)　京都市標準仕様書

　 (7)　内線規程及び高圧受電設備規程

　 (6)　標準仕様書，改修標準仕様書並びに標準図(国土交通大臣官房官庁営繕部監修)

　　    　　　　　　　　　平成（　　　）年度　（　　　）回以内

　　    　　　　　　　　　平成（　　　）年度　（　　　）回以内

　　　・　各年度の支払限度額及び工事出来高予定額は下記の比率による。

１０ 監　督　職　員　事　務　所　等

１１ 工　事　区　分

１２ 建　設　業　退　職　金　共　済　制　度

制度について把握に努める。
　なお，建設業退職金共済制度対象労働者を雇用する場合については，以下の(1)～(4)に注

を監督職員に提出する。

　　の事務を代行する。
（3)　現場の状況に応じて,「建設業退職金共済制度適用事業主工事現場」という標識(シー

　　ル)を，工事事務所及び工事現場の出入口等の現場労働者の見やすい場所に掲示する。
（4)　その他，「建設業退職金共済制度の手引き」を参照する。

　　（建設業退職金共済事業本部HP http://www.kentaikyo.taisyokukin.go.jp）
（5)　請負者は，本工事で共済証紙を購入した場合，掛金収納書を工事請負契約締結後１箇
　　月以内(共済証紙を追加購入したときは工事完成まで)に提出する。
　　　なお，建設業退職金共済制度の対象となる労働者を雇用しない場合は，「不提出理由

　　書」を提出する。
（6)　完成検査までに，証紙を貼付したことが確認できる資料を提出する。

１３ 石　綿　の　取　扱　い
　アスベストの撤去，解体，改修は下記による。

　□　飛散性アスベスト(飛散性に準ずるものも含む)

　　　廃棄物の処理及び清掃に関する法律，労働安全衛生法及び大気汚染防止法等の関係法
　　令に従い，適正に処理する。

　　　（使用場所　　　　　　　　　　　　　　）
　□　非飛散性アスベスト(アスベスト成形板)

　　　「石綿障害予防規則(平成26年6月1日施行)」及び次の「非飛散性アスベスト含有建材
　　　の除去に関する仕様書」を踏まえ，適正に処理する。

　　　（使用場所　　　　　　　　　　　　　　）

１４ 非 飛 散 性 ア ス ベ ス ト 含 有 建 材 の 除 去 に 関 す る 仕 様 書

　　　非飛散性アスベスト含有建材(以下「アスベスト成形板」という。)の除去に際しては，
　　事前に施工計画書を作成し，監督職員の承諾を受ける。

（2)　施工調査
　　　アスベスト成形板の除去に当たり，事前にアスベスト成形板の仕様及び使用部位につ

　　いての施工調査を行い，調査結果を監督職員に報告する。
（3)　施工方法

（1)　施工計画書

　　　　請負者は，石綿作業主任者を選任し，次の事項を行わせなければならない。

　　イ　アスベスト成形板の除去

　　　(ｵ)　除去作業者には，防じんマスク，防護メガネ及び作業衣を着用させる。

　設計図書の優先順位は，次のとおりとする。

１ 　工　事　名

２ 　工　事　場　所

３ 　工　　　期

６ 　優　先　順　位

７ 　資　材　及　び　労　務　の　調　達

８ 　請　負　代　金　の　支　払　条　件

　図面及び特記仕様書に記載されていない事項は，京都市標準仕様書によるほか，以下の

京都市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事

　ただし，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事

京都市

□　着工命令の日から　　　箇月以内

□　契約の日の翌日から　　　箇月以内

　 (本工期内には，完成検査及び手直しの必要がある場合に要する工事期

　含む。)

別　　棟

ある。

　間並びに，揮発性有機化合物の室内濃度測定を行う場合の養生期間等を

　　いう。)

５ 　適　　　用

４ 　建　物　概　要

９　 契　約　の　保　証

意し適切に運用し，また,予定価格(税込)が1,000万円以上の工事については(5)～(7)の書類

　　　　なお，アンダーライン付の項目は,選択する項目及び記入が必要な項目を示す。)

　・公共建築設備工事標準図(電気設備工事編)平成25年版(以下｢標準図｣という。)

　・公共建築工事標準仕様書(電気設備工事編)平成25年版(以下｢標準仕様書｣という。)

　・公共建築改修工事標準仕様書(電気設備工事編)平成25年版(以下｢改修標準仕様書｣と

　　　　(2) 部分払の場合：平成（　　　）年度　（　　　）回以内

　　　・　完成払：完成後

　　　　　　支 払 年 度　　　　支 払 限 度 額　　　工 事 出 来 高 予 定 額
　　　　　　平成　 年度　　請負代金額の（　　）％   請負代金額の（　　）％

　　　　　　平成　 年度　　請負代金額の（　　）％   請負代金額の（　　）％
　　　　　　平成　 年度　　請負代金額の（　　）％   請負代金額の（　　）％

　契約保証の額は原則として下記のとおりとする。ただし，低入札価格調査を経て契約
を締結した場合には，「京都市公共工事低入札価格調査取扱要領」による。

　□　保証の額は,請負代金額の10分の3以上とする。

　 　(ＷＴＯ政府調達協定対象工事又は公共工事履行保証証券による保証(かし担保特約を
　　　付したものに限る。)を付した場合)

　□　保証の免除

　監督職員事務所，安全用具等は下記による。

　□　別契約の建築工事にて設置する。(机，椅子，書棚，衣類ロッカー共)
　□　本工事にて設置（□面積10ｍ 以上　□　 　　　　　）

２

　　　備品等については，次による。

　　　　掃除具，時計，消火器，安全帽，懐中電灯，ゴム長靴，軍手等

　　　　机，椅子，書棚，衣類ロッカー，電話，冷暖房機，白板，手洗い，湯沸し，ラジオ，

　工事区分表(Ｎо．  )による。ただし，これにより難い場合は,監督職員との協議による。

　 (1)　質問回答書(以下に対するもの)

　　　　 うに，作業の方法を決定し，労働者を指揮する。

 　　　　箇所又は換気扇枠等で粉じんが外部に飛散するおそれがある箇所をプラスチック

 　　　　シート等で塞ぐ。
　　　(ｳ)　アスベスト成形板の除去は,可能な限り破壊又は破断を伴わない方法で行うもの

　　　　 とし，原則として，「手ばらし」で行う。
 　　　　　なお，建物外部のアスベスト成形板を除去する場合は，できる限り,原形のまま

　　　　 除去する。
　　　(ｴ)　除去作業中は，散水その他の方法により,アスベスト成形板を常に湿潤な状態と

　　　   して作業を行う。

　　　(ｶ)　除去作業後，アスベスト成形板の破片,破断粉及び作業衣等に付着した粉じんが
　　　   残存しないよう，真空掃除機等により，清掃及び後片付けを十分に行う。

１５ 電　気　保　安　技　術　者

１６ 足　場，　手　す　り　先　行　工　法

１７ 電　子　納　品

１８ 交　通　誘　導　員　(　警　備　員　)

１９ 部 分 引 渡 し

(1)　請負者は,電気事業法に定める電気工作物に係わる工事に，電気保安技術者をおく。

(2)　電気保安技術者は，電気工作物の巡視・点検を行い，詳細は監督職員と協議を行う。

　　 業用電気工作物において分電盤以降の低圧部分の電気工事のみに係る場合は，100kW未
　　 満の需要設備として扱う。)。ただし，これと同等の知識及び経験を有する者で監督職

　　 員の承諾を受けた場合にはこの限りでない。

　　　 □500kW以上　□100kW以上500kW未満　の需要設備による。

(2)　作業時の足場高さが２ｍを超える場合は，適切な足場等を用いて，安全作業に努める。

(1)　請負者は,関連する他工事が定置したものは，無償で使用できる。

(3)　足場を設ける場合は,｢「手すり先行工法に関するガイドライン」について」(厚生労働
　 省基発第0424001号平成21年4月24日)の「手すり先行工法に関するガイドライン」により，

　 ｢働きやすい安心感のある足場に関する基準」に適合する手すり，中さん及び幅木の機能
　 を有する足場とし，足場の組立て，解体又は変更の作業は，｢手すり先行工法による足場

　 り行う。
　 の組立て等に関する基準」の2の(2)手すり据置方式又は(3)手すり先行専用足場方式によ

　 ばならない。
(4)　請負者は,工事着手前に足場の種類及び設置方法等について，監督職員と協議しなけれ

　ウ　アスベスト成形板の集積，運搬等

　　(ｱ)　除去したアスベスト成形板の集積及び積込みに当たっては,高所より投下しないこ
　　　 とのほか，粉じんの飛散防止に努める。

　　(ｲ)　細かく破砕されたアスベスト成形板は，湿潤化のうえ,丈夫なビニル袋に入れる等，

　　　 飛散防止の措置を講じる。
　　(ｳ)　除去したアスベスト成形板を運搬するまでの間，現場内に保管する場合は,一定の

　　　 保管場所を定め，一般の内装材と分別して保管するものとし，シートで覆う等,飛散
　　　 防止の措置を講じる。

　　　 　また，保管場所には，アスベスト成形板の保管場所であることの表示を行う。
　　(ｴ)　アスベスト成形板の運搬に当たっては，運搬車両の荷台全体をシート等で覆い,飛

　　　 散防止に努める。
　　(ｵ)　アスベスト成形板の除去，集積，積込み及び保管等の処理が完了した場合は,速や

　　　 かに監督職員に報告し，確実に処理されたかの確認を受ける。
　エ　アスベスト成形板の処分等

　　(ｱ)　アスベスト成形板は，埋立処分(安定型処分場),アスベストの中間処理に適する溶
　　　 融施設又は認定を受けた無害化処理施設で処分する。

　　　   なお，マニフェストには，アスベスト成形板であることを明示する。
　　(ｲ)　除去されたアスベスト成形板の処分が完了した場合は,マニフェストを監督職員に

　　　 提出し，処分が確実に行われたことの確認を受ける。
　オ　施工記録

　　　 上記作業手順等が確認できる写真を提出する。
　カ　その他

　　　 この仕様書に記載されていない事項については,「非飛散性アスベスト廃棄物の取扱
　　 いに関する技術指針」(有害物質含有等製品廃棄物の適正処理検討会)による。

□　本工事は電子納品の対象工事とする。

　 (1)　電子納品は，「京都市都市計画局電子納品(建築工事)要領(案)」に基づいて行う。

　 (3)　図面等をＣＡＤにより作成する際は,建築ＣＡＤ図面作成要領(案)(国土交通省大臣

　 (4)　電子納品の成果物は，電子媒体(ＣＤ－Ｒ)で正，副各１部提出する。
　 (5)　電子納品の成果物の提出の際には，電子成果物作成支援・検査システムにより，エ

　 (6)　その他，電子納品に関する詳細な取扱いについては，受発注者間で協議のうえ，決

　　 (要領については，都市計画局都市企画部都市総務課のホームページ

　　　http://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000007350.htmlを参照)

　 (2)　ＣＡＤデータの貸与　　　□ 行う　□ 行わない

　　　を満足する。
　　　官房官庁営繕部)の最新版により作成し,レイヤの構成は,この作成要領(案)のレベル2

図面特記により交通誘導員を配置する場合には，警備保障会社の警備員とする。

□　本工事は，工事請負契約書第38条による部分引渡しを行なう。
　　引渡しの指定部分は，下記のとおりとする。

　 □　電気保安技術者の資格は,電気設備工事監理指針(社団法人公共建築協会)の最大電力

　京都市
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1
立病院整備工事

救急・災害医療支援センター非常用電源供給設備設置

■　契約の日の翌日から平成２７年１２月１８日まで

敷地面積　　　　　ｍ  建築面積　119.07 ｍ　延　面　積　238.14 ｍ
構　　造　□ＲＣ ■Ｓ □ＳＲＣ □木造　　地下　　階，地上　２階

本建築物は，消防法施行令別表第一第１６項　ロに該当する防火対象物で

　請負代金の支払条件は原則下記のとおりである。

　■　保証の額は,請負代金額の10分の1以上とする。

 　■　電気保安技術者の資格は，電気設備工事監理指針(社団法人公共建築協会)による(事

立病院整備
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中京区壬生東高田町１番地の２

救急・災害医療支援センター非常用電源供給設備設置

　本工事の施工に当たっては，可能な限り京都市に本店を有する事業者から資材及び労務

の調達に努める。

　　　　　　　支 払 年 度　 　　　　前　払　金　支　払　限　度　額

　　　　    件のすべてに該当したことを確認したうえで行う。
　　    (2) 部分払の場合：回数　平成（　　　）年度　（　　　）回以内

　　　　　・前払金 :

　　　　　・中間前金払及び部分払

      　　れの内容については下記のとおりとする。 ただし，予定価格が300万円未満の

　　　　　工事については，中間前金払は選択できない。

　□　単年度契約工事
　　　請負代金は下記の条件で支払う。

　　　・　前払金 : 請負代金額の（　　　）％以内

　　　・　中間前金払及び部分払

　　　　(1) 中間前金払の場合：請負代金額の（　　　）％以内
　　　　    中間前払金の支払いは，請負者からの請求により，本市が同要綱に掲げる要

　　　・　完成払：完成後
　□　債務負担行為等による複数年度契約工事

　　　請負代金は下記の条件で支払う。

　　　　　　　平成　　年度  平成（　　）年度工事出来高予定額の（　　）％以内

　　　　　　　平成　　年度  平成（　　）年度工事出来高予定額の（　　）％以内
　　　　　　　平成　　年度  平成（　　）年度工事出来高予定額の（　　）％以内

　　　　　　　支 払 年 度　 　　　　前　払　金　支　払　限　度　額
　　　　　　　平成　　年度  平成（　　）年度工事出来高予定額の（　　）％以内

　　　　　　　平成　　年度  平成（　　）年度工事出来高予定額の（　　）％以内

　　　　　　　平成　　年度  平成（　　）年度工事出来高予定額の（　　）％以内

　　　　　件のすべてに該当したことを確認したうえで行う。
　　　　　　中間前払金の支払いは，請負者からの請求により，本市が同要綱に掲げる要

　　　　　　中間前金払及び部分払については，いずれか一方を請負者が選択し，それぞ

　　　　中間前金払及び部分払については，いずれか一方を請負者が選択する。それぞれ

　　　ついては，中間前金払は選択できない。
　　　の内容については下記のとおりとする。 ただし，予定価格が300万円未満の工事に

　　　　の出来高予定額に対する前払金を支払う。

　　　□　請負代金は下記の条件で支払うが，契約年度に，契約会計年度及び翌会計年度

　　　　　当該年度末における出来高に応じて部分払を行うことができる。
　　　　　　なお，各会計年度の年度末に限り，各会計年度における支払限度額の範囲で，

　　　　(1) 中間前金払の場合 :

40

20

27 1

（7)　発注者が必要と認めた場合は，本制度の執行状況等の関係資料を提出する。



　　必要な事項を「工事請負契約に係る産業廃棄物処理票」に記載のうえ，内訳書に添付し
　　なければならない。

 (3)　請負者は，工事請負契約書第3条に規定する請負代金内訳書(以下「内訳書」という。

　　ステム(CREDAS)による再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書を２部作成し，

　　(変更後)請負工事価格＝(変更後)工事価格×((当初)請負工事価格／(当初)工事価格)

工事　　　　

No. 　（　　）枚の内　 No. 　（　　）枚の内　平成　　年　　月　

工事設計図　 　設計変更

　　　　なお，アンダーライン付の項目は，選択する項目及び記入が必要な項目を示す。）

　　　（選択する項目において■印を本工事に適用する。

１  関 連 法 規 等

２  設 計 変 更

　　　標準仕様書(1)

　工事内容の変更に伴う請負代金額の変更は，次の算式により求め，千円未満切捨てとする。

　工事完成検査受検までに，監督職員の指示により各機器の試運転調整及び総合的試験を行

い必要な資料（試運転調整記録書，社内検査報告書）を作成する。
　なお，機器の製造業者などに下請施工させたものがあるときは，請負者が行った検査内容

及び手直指示内容がわかる資料（社内検査報告書）を作成して，監督職員に提出する。

して本工事に含む。ただし，事業用電気工作物の主任技術者等の委託料は本工事に含まない。

 (1)　電気工作物の種類

　作成方法

　　イ　電線・ケーブルについては,環境に配慮したエコ電線・エコケーブルを使用する。

 (3)　電線

　　　接続部は，ねじ込みとする。
　　オ　屋外，湿気の多い場所及び水気等のある場所における，管相互及びボックス等との

　　　別は図面特記による。

 (2)　電線管

　監督職員の指示により，本市の定める書類等を提出する。

　　時間，方法等について説明を行い，確認を受ける。

 (3)　工事現場には，煙草の吸殻容器を所定の場所に設置し，喫煙管理にも留意する。

　着工から，引渡しまでの工事用及び試運転に必要な電力，ガス，水道等の料金は，原則と

　　ア　屋外，湿気の多い場所及び水気等のある場所は，薄鋼又は厚鋼電線管とし，その種

　　　するか端部に緑色の色別を施す。
　　　相色別を施す。なお，ケーブルの一心を接地線として使用する場合は，緑色の心線と

 (1)　本工事施工中，火気の使用又は火の粉の飛散等火災の恐れのある場合は，その取扱い

 (4)　消防設備等の工事においては，工事中もできる限り当該設備の器具及びシステムが正

　　常に作動する状態を保つように留意する。工事の関係上，やむを得ずそれらを停止又は
　　休止させる場合は，事前に所轄消防署と協議する。

　　には十分注意するとともに，火災防止に有効な材料で養生する他，消火器や水の入った
　　容器を作業場所周辺に配置し，火災防止の徹底を図る。

 (1)　機材の試験成績書の提出は，特注品及びその他監督職員が指示する。

１ ８  機 材 の 試 験

１ ９  工 事 写 真 　

２ ０  試 運 転 調 整

２ １  部 分 払 出 来 高 検 査 及 び 中 間 検 査

２ ２  完 成 検 査

２ ３  引 渡 し 説 明

２ ４  工 事 用 電 力 等

２ ５  火 気 の 使 用 及 び 火 災 の 予 防 に つ い て

２ ６  施 設 台 帳

２ ７  完 成 図

２ ８  仕 様 概 要 （ 共 通 事 項 ）

３  作 業 時 間 等

　□
４  提 出 書 類

　(　　)内は提出部数を，[　　]内は参考項目を示す。

　□

　　エ　ELCB回路の接地線は，端部を黄色で表示し，接地端子台に用途表示を行う。
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５  着 工 届

　着工届には，着工日，請負者の建設業許可の種類及び番号を記載する。

６  工 事 保 険

８  各 種 調 査 等

７  関 連 工 事 と の 調 整 及 び 建 設 協 力 会

　 (1)　事故防止

　 (2)　付近道路及び仮設道路の維持管理

　 (3)　その他工事中に発生した問題について，本市の指示した事項

９  建 設 副 産 物 に 関 す る 取 扱

１ ０  資 材 の 再 資 源 化 に 関 す る 取 扱

１ １  官 公 署 そ の 他 へ の 届 出 手 続 き 等

１ ２  工 事 実 績 情 報 の 登 録

１ ３  施 工 体 制 台 帳

　　　　なお，完成図書等引渡リストの様式は，監督職員の指示による。

　　　　ｄ　試運転調整記録書

　　　　ａ　完成図
　　　　ｂ　機器完成図

　　　　ｃ　機材性能試験成績書

　　　　ｅ　機器取扱説明書
　　　　ｆ　機器納入者連絡先

　　　　ｇ　保証書
　　　　ｈ　社内検査報告書

　　　　ｊ　完成図書等引渡しリスト兼受領書

　イ  工事施工中に提出した書類の一部

　　　　ａ　完成図書等引渡しリスト

　ウ  完成図書等引渡しリスト及び受領書

　　(b)   施設管理者用

　　　　ｂ　受領書

　　　　ｒ　受領書

　　　　ｑ　引渡書

　なお，団体保険等に付している場合については，上記「証書の写し」又は保険会社が発行

・ＰＣＢ器具等

　　守しなければならない。
　　に関する法律」及びその関係法令の他，「京都市産業廃棄物不適正処理対策要綱」を遵

１ ４  産 業 廃 棄 物 処 理 関 係

 (2)　請負者は，前項に掲げる各法令等の趣旨を踏まえ，当該契約に係る産業廃棄物の処理

　なお，工事に伴う湧水等を公共下水道等に排出する場合の費用及び負担金等は，上記算式

中「(当初)請負工事価格／(当初)工事価格」の値の算定に含めないものとし，設計変更によ

による休日(日曜日，土曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日等(以下「休日」と

　□作業は原則として休日に行う。

いう。))は行わず，平日に行うよう努めなければならない。なお，作業内容，作業工程の都

検査や施工の立会いは，原則として行わない。
合等により，作業時間の延長，休日作業を実施する場合は，監督職員と協議する。その場合，

　　　　ｐ　官公署届出書(写し)

　　　　ｓ　完成図面ＣＡＤデータ(ＣＡＤで作成した場合)

　　　　 　　　□　施設台帳(電子データ提出含)

　　　　ｉ　官公署届出書(副本)

　　　　ａ　工事写真(工事担当課) 
　　　　ｂ　打合せ記録(工事担当課)

　　　　ｃ　工事日報(工事担当課)
　　　　ｄ　官公署届出書(２部：副本…施設管理者・写し…工事担当課)

　工事目的物及び工事材料(支給材料を含む。)等を対象とする建設工事保険又は組立保険及

に協力する。

　請負者は，本工事が公共事業労務費調査等の対象工事となったときは，調査書類の作成等

 (1)　請負者は，工事を施工する場合において，あらかじめ，建設リサイクルデータ統合シ

（3） 請負者は，建設発生土の搬出を行う場合，工事現場における集積状況，搬出時の積込

　　し，監督職員に提出する。

　　及び搬出状況並びに受入先における処理状況(搬入時，搬入中，搬入完了)の写真を撮影

び第三者に対する対人・対物事故による法律上の損害賠償を負担できる請負業者賠償責任保

　 (1)　工事受注時　　　　　契約工期の開始日から10日以内
　 (2)　登録内容の変更時　　契約変更締結後10日以内

　 (3)　工事完成時　　　　　工事完成後10日以内

　請負代金額が500万円以上の工事については，工事実績情報サービス(CORINS)(日本建設情
報総合センター)により登録内容確認書を作成し，監督職員の確認を受けたうえで,次に示す

期間内(休日を除く。)に申請を行う。また，登録後は速やかに登録されたことを証明する資
料を監督職員に提出する。

　　る。対象工事は，請負代金額が100万円以上の全ての工事とする。

　　そのうちの１部を監督職員に提出するとともに，残り１部を，工事完成後１年間保管す

 (2)　請負者は，工事完成後速やかに，建設リサイクルデータ統合システム(CREDAS)による

　　を監督職員に提出するとともに，残りの１部を工事完成後1年間保管する。
　　再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実施書をそれぞれ２部作成し，そのうち１部

　なお，変更時と工事完成時の間が10日に満たない場合は，変更時の登録されたことを証明

する資料の提出を省略できる。

　請負者は，本工事を施工するために下請契約を締結する場合には，施工体制台帳を作成す
る。また，作成に当たっては,「施工体制台帳の作成等について」(平成26年12月25日国土建

第198～202号)及び国土交通省のホームページに掲載されている作成例を参考にする。

　なお，施工体制台帳は工事現場に備えるとともに，写しを監督職員に提出する。また，施

工体系図を工事関係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所へ掲示する。

 (1)　請負者は，当該契約に係る産業廃棄物の処理に当たっては，「廃棄物の処理及び清掃

　　に当たっては，再利用できる場合は当該方法による処理・処分方法を採用するとともに，
　　原則として自ら行い，同要綱第2条第2項第2号に規定する排出事業者として，同要綱第4

　　　　い。
　　条の責務を負っていることを十分に認識し，信義に従って誠実に対応しなければならな

　　)を提出するときは，当該契約により生じる産業廃棄物の種類,発生量及び処理方法等の

　　受渡確認票(電子マニフェスト)の写しを提出しなければならない。

　ア　撤去した照明器具，受変電設備等は，PCB使用の有無を確認し，その全リスト(機器名，

　　形式，PCBの有無，台数等)を監督職員に提出する。 PCB使用機器は監督職員の指示に従
　　い，所定の場所に保管し，その他の撤去機器については請負者にて適正に処置する。

□イ　工事の際に撤去した高圧機器絶縁油のPCB含有分析試験を行う。

　　なお，試験は特定計量証明事業者により行う。 試験結果が判明するまで，高圧機器は
　　　　　　　　に仮置きする。PCBの含有量が環境省令第23号に基づく基準値(当該廃油に

　　含まれるPCBの量が試料1kgにつき0.5mg)以下であれば，高圧機器と絶縁油の撤去，処分
　　を適正に行う。一方，基準値を超える場合には，廃棄物の処理及び清掃に関する法律に

　　　
　　基づき，監督職員と協議のうえ，所定の場所に保管する。

　　　なお，上記は全て工期内に行う。

　原則として「営繕工事写真撮影要領(平成24年版)・同解説　工事写真の撮り方　建築設備
編」(国土交通大臣官房官庁営繕部監修)により作成するものとし，着工前の状況・各施工工

程の状況，地中障害物の状況等施工後外部から明視しがたい施工箇所，完成状況の主要な箇

理して，監督職員に提出する。また，デジタルカメラを採用してもよい。
所及び監督職員が特に指示する箇所について，写真撮影を行い，工事用アルバム(A4版)に整

　なお，検査に必要な書類等は監督職員の指示による。　また，契約工期までに完成検査に
合格しなければならない。

第１項に定める通知の日から起算して14日以内に完成検査を実施することができるものとす

ければならない。
る。ただし，年度内を契約工期とする工事については，年度末日までに完成検査に合格しな

　完成後，引渡しに際し，施設管理者等に機器の取扱い，操作方法等の指導に必要な技術者

を派遣し,指導する。

　　イ　長さ1m以上の空配管には,呼線として1.2mmビニル被覆鉄線を入線する。

　　　にて天井内まで保護する。
　　エ　いんぺいのケーブル配線の場合，壁面に設置する機器類に接続するケーブルはPF管

　　ウ　電線の色別は,原則として「標準仕様書」どおりとし， ケーブルの場合は，端末に

　　ア　特記なき電線は,600V耐燃製ポリエチレン絶縁電線(EM-IE)とする。

　　オ　架橋ポリエチレン絶縁ケーブル又は，ポリエチレン絶縁ケーブル(EM-CE，EM-CET，

　　　EM-EEF等)には紫外線対策を施す(EM-EEFは耐紫外線EM-EEFを使用する。)。

　　ウ　ねじ切り部分，キズ等は錆止め塗装をした後，塗装する。

 (4)　配管及び配管支持材の塗装

　　　(図中特記のある部分はそれに従う。)

　　　　なお，高圧，特別高圧ケーブルの時には内線規程による。

　　イ　亜鉛メッキ電線管の塗装は，エッチングプライマ処理後，指定色2回塗りとする。

り追加する場合は,これらの費用に,上記算式中「(当初)請負工事価格／(当初)工事価格」の
値を乗じない。また，請負工事価格とは，請負代金額から消費税等相当額を減じた額とする。

　工程管理，現場管理(安全衛生・仮設・養生・清掃他),周辺の道路管理(清掃・事故防止・

者と協力会を組織し，工事の円滑な進行を図り，費用についても全員で負担する。
ガードマン他)等，契約の関連工事の業者と共同で処理すべき以下の事項については,当該業

　　の工事とする。
　　対象工事は,請負代金額が100万円以上(請負代金額の変更があった場合を含む。)の全て

 (1)　本工事が「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（以下「建設リサイクル
　　法」という。)の対象工事である場合は，請負者等は，落札後直ちに同法第12条第1項の

　　る。

　　規定で定める説明書及び同法第13条及び省令第４条に基づく書面を工事担当課に提出す

　　を再提出する。
　　　なお，届出の記載内容に変更が生じた場合は，同条第2項の規定により,速やかに届出

　　18条の規定に基づく報告書を提出する。

 (2)　請負者は，特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したときは，建設リサイクル法第

し，電力会社等の工事負担金は,特記のない限り別途とする。

　本工事に必要な関係官公署，電力会社等への申請手続等は請負者の負担により行う。ただ

　　　試験結果は工事期限の６週間前までに監督職員に報告する。

 (2)　前項に定めるもののほか，低入札価格調査に関し必要な事項については，同要領に定

１ ５  低 入 札 価 格 調 査 制 度

とする。　　　分析試験を行う機器は

　  イ　施工体制台帳の提出及びその内容のヒアリング

　  ア　施工計画書の内容のヒアリング

　　　　請負者は，監督職員の求めに応じて施工段階ごとの工事報告書を提出しなければな
　　　らない。施工段階ごとの工事報告書の提出に際して，その内容のヒアリングを工事担

　　　当課の長から求められたときは，請負者はこれに応じなければならない。

　　　　請負者は，監督職員の求めに応じて仮囲い，掘削，足場，火災予防及び建設公害防
　　　止法等について安全点検を実施し，安全点検実施報告書を提出しなければならない。

　　　から求められたときは，請負者はこれに応じなければならない。

　　　また，安全点検実施報告書の提出に際して，その内容のヒアリングを工事担当課の長

　  ウ　施工段階ごとの工事報告書の提出及びその内容のヒアリング

　  エ  安全点検実施報告書の提出及びその内容のヒアリング

　　めるものとし，調査対象者はこれに誠意を持って対応しなければならない。

　　　　請負者は，本工事を施工するために下請契約を締結する場合は，施工体制台帳を作
　　　成し，その内容のヒアリングを工事担当課の長から求められたときは，請負者はこれ
　　　に応じなければならない。

　工事中に発生する障害物の撤去及び処理に要する費用は，請負者の負担とする。ただし，

予想外に重大な障害物については監督職員と協議する。

１ ６  地 中 障 害 物

１ ７  使 用 機 材 製 造 者 通 知 書

□ウ　コンデンサなど密閉構造機器でPCB含有分析試験が困難なものは,機器製造業者に型番

　　及び製造番号等の照会によりPCBの含有の有無を確認し,その結果を工事期限の６週間前

　　する。PCBの含有が明確に判明したものは，アに従い適正に処置する。PCB含有の可能性

　　律に基づき，監督職員と協議のうえ所定の場所に保管する。

　　否定できないものに関しては，PCB使用機器とみなし,廃棄物の処理及び清掃に関する法

　　

 (3)　調査対象者が請負者となった工事については，次に掲げる事項に応じなければならな

　　い。

]
する場合，「都市計画局建築設備機器製造者指定一覧表(電気設備工事)」から製造者を選定

用することができる。
する。ただし，同要領第17条を適用することにより，指定を受けていない製造者の機器を使

(要領及び一覧表については，都市計画局都市企画部都市総務課のホームページ　

また，納入仕様書(製作図)又は見本品等は，速やかに監督職員に提出し，承諾を受ける。た
だし，その必要性が少ないものは，監督職員の承諾により省略することができる。

　http://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000007359.html を参照）

　なお，製造者指定されていない機材については，資料を提出して監督職員の承諾を受ける。

　　(a)　工事担当課用

 (3)　完成時

　ア  保守に関する説明書など

 (ｳ)　完成図書製本（工事担当課用，施設管理者用各１部）

　　　　ａ　機器完成図
　　　　ｂ　機材性能試験成績書

 (2)　施工中

　ｊ  廃棄物処理委託契約書[写し][「産業廃棄物処理関係」の項目による]

　　　［「工事保険」の項目による］

　　　　ｎ　打合せ記録

　　　　ｍ　工事写真
　　　　ｌ　ＰＣＢ有無報告書［「産業廃棄物処理関係・ＰＣＢ器具等」の項目による］

　　　　ｉ　産業廃棄物処理委託契約書〔写し〕［「産業廃棄物処理関係」の項目による］

　　　　ｃ　試運転調整記録書

　　　　ｄ　機器納入者連絡先
　　　　ｅ　社内検査報告書

　　　　ｆ　産業廃棄物運搬業許可証〔写し〕
　　　　ｇ　産業廃棄物処分業許可証〔写し〕

　　　　　　※紙ﾏﾆﾌｪｽﾄの場合は，廃棄物の種類ごと，行き先(処分事業場)ごとに代表的な

　　　　ｏ　工事日報

　　　　ｋ　登録内容確認書(竣工)［「工事実績情報の登録」の項目による］

　　　　ｊ　再生資源利用〔促進〕実施書(２部　電子データ提出含)

　　　　　　［「建設副産物に関する取扱」の項目による］

　　　　ｈ　産業廃棄物管理票(紙ﾏﾆﾌｪｽﾄ)または受渡確認票(電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ)〔写し〕
　　　　　　［「産業廃棄物処理関係」の項目による］

　　　　　　　帳票の写し(Ａ，Ｂ２，Ｄ，Ｅ)を１部ずつ提出する。

　　　　　　　□二つ折り製本(A1：　部，A2：　部，A3：　部)  □完成図書に折込み］

　ａ　着工届(１部)

　ｄ　経歴書(１部)
　ｅ　資格者証の写し(裏書共)(１部)

　ｆ　労災保険成立証明書又は労災保険加入証明書(１部)

　ｇ　予定工程表(１部)
　ｈ　請負代金内訳書(１部)(入札時に提供する数量書に記載の項目等の形式に従うこと。)

　ｊ　再生資源利用〔促進〕計画書(１部)［「建設副産物に関する取扱」の項目による］

　ｉ　工事請負契約に係る産業廃棄物処理票(１部)［「産業廃棄物処理関係」の項目による］

　ｋ　登録内容確認書(受注)(１部)［「工事実績情報の登録」の項目による］
　ｌ　工事保険証書の写し(賠償責任保険含む)及び工事保険加入証明書(必要時)(１部)

　ｍ　使用機材製造者通知書(２部)

　ｎ　電気保安技術者届(１部)

　ｏ　組織表及び緊急連絡表(１部)

　ｐ　施工体制台帳(１部)［「施工体制台帳」及び「低入札価格調査制度」の項目による］

　ａ　納入仕様書(２部)
　ｂ　実施工程表(１部)

　ｃ　施工図(１部)
　ｄ　官公署届出書(正１部・副１部・写し１部)

　ｅ　工事日報(１部)
　ｆ　工事写真(１部)

　ｇ　打合せ記録(１部)
　ｈ　登録内容確認書(変更時)(１部)［「工事実績情報の登録」の項目による］

　ｉ　施工計画書(産業廃棄物処理)(１部)［「産業廃棄物処理関係」の項目による］

　ｌ  総合施工計画書(１部)
　□  使用機材搬入報告書(１部)

　□  停電作業計画書(１部)

 (ｱ)　完成通知書(２部)

 (ｲ)　完成図［■原図(１部)(トレーシングペーパー)

　ｋ　耐震計算書(１部)［「仕様概要(共通事項)の耐震施工の耐震計算書」の項目による］

 (1)　着工時

　　までに監督職員に報告する。試験結果が判明するまで，機器は 　　　 に仮置き

　　　ニル被覆付きとする。
　　ウ　屋外,湿気の多い場所及び水気等のある場所で使用する2種金属製可とう電線管はビ

 (2)　当該工事を施工する場合，現場代理人は，その都度監督職員及び防火管理者に場所，

　　督職員又は検査職員立会いのうえ試験を行う場合がある。

 (2)　主要機器及び監督職員が指示する機器は，性能等確認のため，製造会社の工場等で監

　使用する機器が，京都市都市計画局建築設備機器製造者指定要領第３条の指定機器に該当

する証明書(保証内容等の必要な情報が確認できるものに限る。)に加え，当該保険に加入し

ている団体等へ請負者が加入していることを証明する書類(｢工事保険加入証明書｣という。)

入

　京都市

　ただし，

立病院整備

　ｂ　現場代理人等通知書

　ｃ　下請負契約等の通知書

　■  建退共掛金収納書の原本又は不提出理由書

　■　建退共運営計画書
　■　証紙購入計画書

　■請負者は労働時間短縮の推進を図るため，作業は原則として，京都市の休日を定める条例

1

1

　　　　　■　請負者から工事担当課へ（　　部）

　　　　　■　工事担当課から請負者へ（　　部）

　　　　標準仕様書に基づく施工計画書の提出に際して，その内容のヒアリングを工事担当
　　　課の長から求められたときは，請負者はこれに応じなければならない。

 (5)　この標準仕様書に反して当該契約の産業廃棄物が処理された場合は，請負者に対して
　　必要な措置を命じることがある。このとき請負者は，速やかに指示に従わなければなら
　　ない。

　機構の都合により契約工期内に完成検査が実施できない場合には，工事請負契約書第31条

　　□　ＣＡＤ　　　　　　　　　■　手書き又はＣＡＤ

　　■　事業用電気工作物　　　　□　一般用電気工作物

　　ア　塗装箇所は，屋外，■屋内(電気室，EPS，PSを除く。)の露出部分とする。

　京都市立病院　管理運営課

2

平成　　年　　月　8

8

　　　　　　標準仕様書(1)〔  電 気  設 備（改修）〕

　工事の施工に当たっては，工事請負契約書，地方独立行政法人京都市立病院機構契約事務

規程，建築基準法，建設業法，労働基準法，労働安全衛生法，廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律，建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律，電気事業法（京都市立病院保安

規程を含む。)，電気設備技術基準(以下「電技」という。)，有線電気通信法，電気通信
事業法，電波法，有線テレビジョン法及び消防法並びにその他の関係法令を遵守する。

　提出書類及び部数は，以下及び監督職員の指示による。様式は京都市公共建築部ホーム
ページ(http://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000119591.html)を参照する。

険に加入し，その「証書の写し」を発注者に提出する。保険期間は，着工日から工事目的物

引渡しの日までとする。ただし，機械器具設置工事等の組立保険期間は，保険の対象物が

発生する日から工事の目的物の引渡しの日までとすることができる。

を提出する。また，着工日は発注者との協議により定めた日又は着工命令日の日とする。

 (1)　京都市公共工事低入札価格調査取扱要領第5条に準じて行う調査対象者(以下「調査

　　対象者」という。)は，同要領第7条に定める調査項目に関する資料を提出しなければ
　　ならない。

　　　なお，発注者が内訳書の提出を免除した場合においても，別途定める様式に必要な

　　事項を記載し，提出する。

 (4)　請負者は，当該契約に係る産業廃棄物の処理状況を明らかにするため，発注者の求め

　　に応じて施工計画書，廃棄物処理委託契約書，産業廃棄物管理票(紙マニフェスト)又は，

救急・災害医療支援センター非常用電源供給設備設置

（1) 発注者は,部分払を行うために必要な出来形を査定する部分払出来高検査を行う場合が
　 ある。

 (2) 工事の中間段階において施工状況を確認するために,発注者検査職員の検査を行う場合

　 がある。

　工事に必要な官公庁検査及び発注者検査職員の検査に合格して完成とする。



　　　に防水コーキング処理をする。ただし，取付け面が壁面から離れている場合は，監督

工事　　　　　ただし，

平成　　年　　月　

No. 　（　　）枚の内　平成　　年　　月　

工事設計図　 　設計変更

　　　標準仕様書(2)

　京都市

No. 　（　　）枚の内　

　　　　なお，アンダーライン付の項目は，選択する項目及び記入が必要な項目を示す。）
　　　（選択する項目において■印を本工事に適用する。

 (5)　プルボックス

 (6)　残土処分

 (7)　取付け金具等

　　□　構内敷きならし　　　　　□　構外搬出処分

　　　を表示する。ただし，屋外用はアクリル製エッチングと
　　オ　ふたには，シール又はアクリル製エッチングで用途名

　　　する。

　　ウ　水気のある場所に設置するプルボックスの取付面は防水処置を施す。　

 (1)　ホルムアルデヒド等を発散する建築･設備材料等の使用制限の原則
対策を取る建築･設備材料等 使用制限の原則

①　合板･木質系フローリング・構造用パネル

　・集成材・単板積層材・ＭＤＦ

　・パーティクルボード・その他の木質建材

②　壁紙　　③　塗料　 ④　ユリア樹脂板

⑤　壁紙，ビニル床タイル，ビニル床シート，

　巾木及び設備工事等の施工時に使用する
　接着剤

⑥　保温材･緩衝材･断熱材　　⑦　仕上塗料

　ホルムアルデヒド等を発散しないか，発散

が極めて少ないＪＩＳ又はＪＡＳの規格品と

する。

散しないか，発散が極めて少ないものとする。

 ている場合には，ホルムアルデヒド等を発

　①③⑤に掲げる建築･設備材料等を使用し

⑧　家具・書架・実験台・その他の什器等

対策を取る建築･設備材料等 使用制限の原則

①　壁紙，ビニル床タイル，ビニル床シート，

　巾木及び設備工事等の施工時に使用する

　接着剤

②　塗料

　トルエン等の含有量が少ないＪＩＳ又は

ＪＡＳの規格品とする。

使用制限の原則対策を取る建築･設備材料等

　木材保存（木材の防腐･防蟻処理）剤
　クロルピリホス等を含有しない非有機リン

系の薬剤とし，加圧式防腐･防蟻処理等は工場

 (3)　クロルピリホス，ダイアジノン及びフェノブカルブを含有する防腐･防蟻剤の使用制限
    の原則

 (2)　トルエン，キシレン及びエチルベンゼンを含有する塗料及び接着剤の使用制限の原則

 (4)　可塑剤を使用している建築･設備材料等の使用制限の原則
対策を取る建築･設備材料等 使用制限の原則

①　壁紙用接着剤

②　木工用接着剤

　フタル酸ジ-ｎ-ブチル及びフタル酸ジ-２-

エチルヘキシル等を含有しない難揮発性の

可塑剤を使用しているＪＩＳ又はＪＡＳの

規格品とする。

 フタル酸ジ-ｎ-ブチル及びフタル酸ジ-２-

エチルヘキシル等を含有しない難揮発性の

可塑剤を使用しているものとする。

　　※　上記(1)～(4)における使用制限の原則としては，Ｆ☆☆☆☆を基本とし，該当する

　　　材料等がない場合は，Ｆ☆☆☆又はその同等品(旧JAS及びJISにおけるFc0，E0のもの
　　　を含む。)を使用する。

で行い，十分乾燥したうえ現場へ搬入する。

　　※　施工中，施工後の通風，換気を十分に行い，室内に発散した化学物質等を室外に放

するため，本工事においても協力する。

　　  出させる。

　　本工事で新設する太陽光発電設備の太陽電池パネルについては引き渡し後10年間は正常

２ ９  庁 舎 ･ 学 校 施 設 の シ ッ ク ビ ル 対 策

３ ０  ホ ル ム ア ル デ ヒ ド 等 の 室 内 濃 度 の 測 定

３ １ 　 Ｌ Ｅ Ｄ 電 灯 器 具 に つ い て

３ ２ 　 太 陽 光 電 池 パ ネ ル の 出 力 保 障 に つ い て
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　　　(SUS製を除く。図中特記のある部分はそれに従う。)

　　イ　プルボックスの末尾に(WP)の記号を付記したものは，屋外型を示し，プルボックス

　　　限りでない。
　　　の損傷を防止するための措置を施す。ただし，電線を損傷する恐れのない場合はこの

　　　を支持するためのボルト，ふたの止めねじ等のプルボックス内部への突起物は，電線

WPプルボックス参考図
　　　以上とする。

　　エ　ステンレス鋼板を使用する場合の材質は，SUS304同等

　　　等は，ステンレス製のものを使用する。

　　ア　屋外及び湿気の多い場所並びに水気のある場所に使用する配管支持金具，ボルト類

　　　　職員の指示により省略することができる。

　　ア　貫通口の径は，スリーブ貫通口に挿入する管の外径(保温されるものにあっては，

（8)　ハンドホール及びマンホール

　　□　ふたはロック機能付又は同等品とする。
　　イ　ハンドホール及びマンホールのふたの表示は，鋳型表示とする。

　　ア　ハンドホール及びマンホール内の配線の表示は，アクリル製エッチングとする。

（9)　地中配線

（10)　ちょう架用線

（11)　配線経路

（12)　スリーブ

　　　既存のコンクリート床,壁等の配管貫通部の穴開けは,原則としてダイヤモンドカッタ
　　ーによる。
（14)　天井仕上表示

（15)　コンセント等のプレート

標識シート重ね合わせ参考図

管相互間隔　一覧表

１５０超過

８０～１５０

８０未満
呼び径（ｍｍ）

１００ｍｍ
７０ｍｍ

５０ｍｍ
間隔（左右・上下とも）

　　イ　多条ふ設する場合には，管相互に

　　　ばならない。ただし，「電技」にこ

　　　場合には，当該規定の離隔距離をと

　　　る。

　　　右表に示す程度の間隔をとらなけれ

　　　れ以上の離隔距離が規定されている

　　　場所でない場合には，物件の名称も表示する。
　　　わせて設置し，おおむね5m間隔で，用途，電圧及び埋設年を表示する。ただし，需要

　　ア　低圧及び弱電流地中配線の上部には，標識シートを下図のように２倍長以上重ね合

　　　　なお，高圧地中配線については，おおむね2m間隔で表示するものとし，その他は同

　　　様とする。

　　とらなければならない。

　　し，ハンガーを使用する場合には，そのハンガーの間隔を50㎝以下とし，規定の接地を
　　　メッセンジャーワイヤを使用してちょう架する場合には，亜鉛めっき鋼より線を使用

　　することができる。
　　　分電盤，制御盤及び端子盤等の2次側以降の配線経路は,監督職員の承諾を受けて変更

　　　保温厚さを含む。)より原則として，40mm程度大きなものとする。

　　　い。また，型枠取り外し後に取り除く。

　　イ　紙チューブを用いる場合は,外径が200mm以下のものとし，柱，梁部分には使用しな

　　ウ　地中管路で建物外壁貫通部については，水切つば付スリーブ，空管路防水栓等を用

（13)　はつり

　　　いて適切な防水措置を行う。

　　二重天井の室を示す。
　□　図面(No.     ～     )において室名に(     )を付したものは直天井を，それ以外は

　　ブランクプレートには，下記により用途名を表示する。
　　　□ アクリル製エッチング(屋外，□屋内)   □ シール(屋内)　

（18)　照明器具

（17)　盤類

　　　｢適用｣の項目に記載した標準仕様書による盤類をいう。

（16)　スイッチ

　ア　｢標準仕様書盤｣

　イ　｢製造者標準盤｣

　ウ　製造者標準盤共通事項

　　　キャビネット構成材質は鋼板又はステンレス鋼板

　　ける。

　　　防災設備の回路については，赤字明示及び赤色合成樹脂製カバー，キャップ等を取付
　　　ハンドルは突出しない構造で非鉄金属性又はステンレス製とする。

　　　接地端子は，接地が必要な分岐回路の半数以上設ける。

　　　□ 大角形    □ 大角形ネーム付    □ 大角形ネーム付(2個以上に限る。)

　　　製造者の標準仕様に基づき製作された盤類をいい，分電盤については「JISC8480キャ

　　る。ただし，図中特記された箇所については当該特記事項による。

　　ビネット形分電盤」に，住宅用分電盤については，「JISC8328住宅用分電盤」に準拠す

（19)　コンセント
 　　コンセントには，分電盤の名称及び回路番号の表示をシールで行う。

　　 盤類に係わる用語の定義は以下による。

　　 非常用照明器具及び誘導灯の外郭に，設置年月の表示を行う。

　　※　使用材料の写真と資料(カタログまたは性能表の写し)を提出する。

　別途建築工事において，ホルムアルデヒド等の室内濃度測定を専門機関に依頼し，工事完

了後に十分に養生期間を確保して測定し，厚生労働省が定める指針値以下であることを確認

(1)　光源を発光ダイオード(LED)とする照明器具もしくはランプについては，以下の項目を

　 ウ　日本電球工業会規格(JEL)に規定する規格に合致するランプとする。

　 果を監督職員に報告する。

　　 産業省に届出され，PSEマークが表示された器具もしくはランプとする。

　　 全性要求事項，性能要求事項，各種仕様等を満たす器具とする。

　 器具工業会規格(JIL)に規程される「公共施設用照明器具」を使用する場合を除く。
　 たすものとする。ただし，便宜上，製造者品番を記載したもの,もしくは(一社)日本照明

　 ア　電気用品安全法に規程するLED電灯器具もしくはLEDランプの各種基準を満たし,経済

　 イ　(一財)日本規格協会規格(JIS),(一社)日本照明器具工業会規格(JIL)で規定される安

(2)  光源を発光ダイオード(LED)とする照明器具もしくはランプについては,引き渡し後3年

　 以内に不点灯等の不具合が生じた場合には,監督職員の指示により,その原因を調査し,結

　な使用状態においてモジュールの最大出力が公差範囲内の最小許容値に対し，10％以上低

　メーカーの保証書を本市に提出する。
　下した場合に無償で修理又は交換する保証付のものとし，工事完了後にはその旨のパネル

（20)　図面に示された姿図，形状寸法及び型番等は,全て参考とする。

取付高[ｍｍ]側      点

２，１００ブラケット（一般） 床上～中心
２，５００〃    〃    （踊場）
　　１５０鏡上端～中心    〃     (鏡上）
１，５００以上床上～下端避難口誘導灯

床上～上端 １，０００以下廊下通路誘導灯

床上～中心 １，３００スイッチ（一般）
１，１００   〃   （身体障害者用） 〃

〃 　　３００ｺﾝｾﾝﾄ・電話用ｱｳﾄﾚｯﾄ直列ﾕﾆｯﾄ（一般）

             〃            （和室） 〃 　　１５０

             〃            （台上） 　　３００台上～中心

　　８００コンセント（    ） 床上～中心
床上～上端 ２，０００引込開閉器箱（低圧）

分電盤・制御盤・実験台 床上～中心 １，５００(上端１，９００以下)
１，５００〃

電磁開閉器用押しボタン １，３００〃

接地用端子盤 　　５００床上～下端

避雷接地用端子盤 　　８００地上・床上～中心
接地極埋設標 地上～中心 　　６００

１，０００給油ボックス 地上～給油口

　　３００室内端子盤（廊下・室内） 床上～下端

中間端子盤（ＥＰＳ・電気室） 床上～中心 １，５００

１，５００(上端１，９００以下)〃
（天井高）×０．９子時計・スピーカ 〃

〃アッテネータ １，３００
１，５００インターホン 〃

身体障害者用インターホン子機 １，１００〃
　　９００呼出ボタン（身体障害者用） 〃

〃 １，３００復帰ボタン（     〃     ）

〃廊下表示灯（     〃     ） ２，０００
１，８００〃テレビ機器収容箱

火報受信機（複合盤） 床上～操作部 ８００～１，５００

床上～中心 １，５００

〃 ８００～１，５００自火報機器収容箱

８００～１，５００〃
〃 （天井高）×０．９

〃 （天井高）×０．８

１，５００〃連動制御器（自動閉鎖）

〃ガス漏れ検知器（ＬＰガス） 　　３００

（天井高）－２００天井面～中心      〃      （都市ガス）

　　　　　設計用水平震度

一般機器水槽

耐震安全性の分類

設置場所

重要機器水槽 一般機器水槽 重要機器水槽

□　一般の施設（乙類）

１．５

地下階・1階

中間階

及び塔屋

上層階・屋上
（２．０）

　　　　　　（注）  (    ）内は防振支持の機器の場合に，<    >内は水槽類に適用する。

　　イ　重要機器，上層階の定義は次による。

重要機器

　　ウ　耐震計算書は，次の機器について提出する。

 上層階

　　壁付，壁掛型の器具等の取付高さは，図面に記載のない場合は，原則として下表による。

名       称

　　　(ｲ)　自家発電設備の水槽等の計算書

　　　(ｲ)  設計用垂直地震力

　　　(ｱ)  設計用水平地震力

□　特定の施設（甲類・乙類）

開閉器箱

親時計

副受信機

発信機

警報ベル

表示灯

（21)　配線器具等の取付高さ

（22)　耐震施工

　　　(備考)　(天井高)×0.9及び(天井高)×0.8は天井高が2,500～3,000mmの場合に適用する。

　　　　　　  (これに該当しないときは，最低高さを2,300mmもしくは2,100mmとする。)

　　　国土技術政策総合研究所監修)2014年版」による。
　　ア　設備機器の固定は，次に示す事項を除き，全て「建築設備耐震設計・施工指針(国土交通省

　　　大臣官庁官房営繕部監修）による。

　　　　なお，下記の用語の定義は「官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説(平成８年版)」(建設

 　　　　機器の重量［kgf］に，設計用標準水準水平震度を乗じる。
　　　　 なお，設計用水平震度は次による。

 　　　　設計用水平地震力の1/2とし，水平地震力と同時に働くものとする。

<０．６>

<１．０>

（１．０）

０．６

<１．０>

２．０

（２．０）

<２．０>

１．５

（１．５）

<１．５>

１．０

（１．０）

<１．５> <１．０>

（１．０）

０．６

<１．０>

（１．５）

１．０

<１．５>

１．０

（１．５）

<１．５>

（２．０）

１．５ １．０

（１．５）

<１．０>

０．６

（１．０）

<０．６>

０．４

（０．６）

<０．６>

・配電盤  ・自家発電機  ・交流無停電電源装置　
・直流電源装置　□エレベーター　・交換機
・火災報知器受信機  　・中央監視装置 
・防災機器  ・無線用機器　・受変電設備

・６階建て以下の場合は最上階　・７～９階建ての場合は上層２階
・１０～１２階建ての場合は上層３階　・１３階建て以上の場合は上層４階

　　　(ｱ)　機器固定の計算書(運転重量が100㎏を超える機器)

　　イ　屋外の壁面に設置するプルボックス及び盤類等は,壁面のまわり3方(上部及び左右)

　　ウ　合成樹脂管(波付硬質合成樹脂管を含む。) のふ設は，良質土又は山砂を均一に5㎝

　　　      て締め固める。
　　　程度敷きならした後に管をふ設し,さらに管の上部5㎝程度を，良質土又は山砂を用い

　　　　　　標準仕様書(2)〔  電 気  設 備（改修）〕

　　ア　塗装箇所は，屋外，■屋内(電気室，EPS，PSを除く。)の露出部分とする。

立病院整備

　京都市立病院　管理運営課 8

3 8

　　　ドアは鍵付(鍵は　■No.200，□　　　　 )

　　　■ 新金属   □ プラスチック   □ ステンレス   □　　　　　　　　

救急・災害医療支援センター非常用電源供給設備設置



乗

場

降

道
路

幅
員

1 0
,
5
0 0

5
,2

5
0

5,
2
5
0

5
,5
2
0

6
,3
2
0

2
,0
0
0

3
,
5
2
0

プール

衛生環境研究所

口

出

Ｐ 車 両般一 救 急

｜

Ｐ 玄

関

北

シ

タ

ク

タ

ク

シ

｜

救

急

車

公

用

車

用

公

車

車

防

消

五条通

松原通

南出入口

駐車場出入口

衛生環境研究所

朱七
保育所

朱七
第二保育所

こころの健康増進センター

西土居通

車路

新館井戸

IN

OUT

兼

光庭

緊急離着陸場

場外離着陸場

北出入口
（一般車両）

北出入口

（救急車・物品搬入） 御前通

消防活動空地

道路境界線

道路境界線

道
路
境
界
線

道
路
境
界
線

道路境界線

道路境界線

隣地境界線

隣
地
境
界
線

隣
地
境
界
線

隣地境界線

隣
地
境
界
線

道
路
境
界
線

危険物・ＰＣＢ置場

光庭

渡り廊下D（2F・3F）

渡り廊下C（1F）

渡り廊下E（3F）

渡り廊下A（B1F～7F）

渡り廊下B（1F）

42条1項1号道路

42条1項1号道路

42条1項1号道路

42条1項1号道路

道路中心線

道
路

中
心
線

(42台)

(42台)

(48台)

(34台)

(66台)

(6台)

憩いの広場

憩いの広場

消防活動空地

消防活動空地

消防活動空地

消防活動空地

消防活動空地

出入口

救急

感染症外来

道
路
斜
線

1

1.5

交
番

▽
敷

地
境

界
線

通路

通路

△
敷
地
境
界
線

五感の庭

勾配1/22

勾配1/30

点字ブロック

幹楽の庭

観楓の庭

大型救急車両
転回場所

ｽﾛｰﾌﾟ

1/25

出入口
院内保育所

(約330㎡)
救急隊施設用地

(46台)

勾
配
1
/
28

液酸

ﾀﾝｸ

液酸

ﾀﾝｸ

駐車ゲート

勾配1/12

勾
配
1
/
37

勾配1/58

歩道拡幅部

交歓の庭

来院者用駐輪場(20台)

来院者用駐輪場(18台)

(バイク48台)

(1
2台

)

院内保育所

がくさい病院

京都看護大学

救

急

一

般

車

両

進

入

禁

止

廃棄物置場

バ

イ

ク

H600

H6
0
0

時間外

救

急

駐輪禁止

看護大学プロムナード

北館

Ｎ
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電力連系場所

急速充電設備設置予定場所

本　館

(52台)

(52台)

(37台)

(37台)

付近見取図

京都市立病院整備工事

構内配電線路図
図面Ｎｏ．

京都市立病院　管理運営課

500（A1）1:1000（A3）

工事場所：京都市立病院（救急・災害医療支援センター）

京都市中京区壬生東高田町１番地の２

E　－04

Ⅴ２Ｈ設置予定場所

ただし，救急・災害医療支援センター非常用電源供給設備設置工事
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N

救急･災害医療支援センター（仮称）

職員宿舎

記号凡例

記　号 名　称

注記

A 900x900x900（600φ中荷重防水蓋）
ブロックハンドホール

B
ブロックハンドホール・セパ付

地中埋設配管配線

地中埋設配管部には埋設表示シートを敷設すること。

地中埋設配管は車道部GL-600、歩道部ＧＬ-300とする。1.

2.

C 1000x1000x1100（600φ中荷重防水蓋）
ブロックハンドホール

900x900x900（600φ中荷重防水蓋）

以降職員宿舎1階平面図参照

C

B

B

B

CVT60°           （FEP65）

SL4

SM3

A

CVT60°E5.5°  （FEP100） SM4A´

A´

京都市立病院整備工事

構内配電線路図

図面Ｎｏ．

京都市立病院　管理運営課 E　－05

A

A

A

A

ただし，救急・災害医療支援センター非常用電源供給設備設置工事

屋外型キュービクル

CVT200°E14°x2（FEP100）

（既設）

Ⅴ２Ｈ電源



ＥＡ ＥＴｃＥＴｐＥＢ

キュービクル内

接地端子台

（測定用） （測定用）

一括ＬＧＲ

ＭＣＣＢ

～ＮＭ１ Ｍｎ

動力配電盤

ＺＣＴ

２１０Ｖ

油入型

３φ３Ｗ

６.６ｋＶ／

ＴＲ －２

１００ｋＶＡ

▲

Ｆ

ＴＲ

１φ３Ｗ

２１０－１０５Ｖ

６.６ｋＶ／

油入型

－１

ＺＣＴ

ＭＣＣＢ

ＮＬ１ Ｌｎ

Ｆ

電灯配電盤

（放電抵抗内蔵）

ＥＤ

１４° ３８° ５.５° ５.５°

PCＳｘ２
Ｆ：２０Ａ

～

７.２ｋＶ　２００Ａ

ＬＢＳ　３Ｐ

ＣＨ

３８°

ＥＤ

（ＥＬＢ）

３８°

CT

400/5A

15VA

CT

300/5A

15VA

PCＳｘ３
Ｆ：２０Ａ

PCＳｘ３
Ｆ：１０Ａ

SR

6600V

3φ1.91kⅴr

SC

6600V

3φ31.9kⅴr

VT 6600/105V　

  50VA

CT
30/5A　40VA

※至る特高変電所

電力ヒューズ一体型

I

変圧器

計器用変圧器

計器用変流器

配線用遮断器

TR

CT

ZCT

MCCB

VT

零相変流器

進相コンデンサ

直列リアクトル

SC

SR

F ヒュ－ズ

LBS 高圧負荷開閉器

CH

PF 限流ヒューズ

ケーブルヘッド

油入型

油入型（6％）

方向地絡継電器

電力計W

交流電圧計V

A 交流電流計

低圧漏電継電器LGR

油入型

記　号 名　称

記号凡例

I

ZCT

6.6kV CVT38°

1

2 3

▲

▲

▲

▲印の機器は警報盤にて警報表示を行う。（注記）

▲２６Ｄ ▲２６Ｄ

V

A

Wh

MM

V/TD

A/TD

W/TD

V

A

V/TD

A/TD

W W/TD

MM

Ｆ Ｆ

V

A

Wh

MM

V/TD

A/TD

W/TD

MM マルチメーター

Wh W/TD

Ｗｈ

Ｗｈ 積算電力量計　検定付

75ｋＶＡ

幹線No.
配線用遮断器(MCCB)

負荷名称
-P -AF -AT

容量（kW）容量（kVA）
配電盤

名称

配電盤リスト

電灯

低圧配電盤

210-105V

6.6kV/

1φ3W

3NL1 225 200 N-1L-1

3NL2 225 150 N-1L-1

3NL3 100 60 N-1LM-2

S-1L-1、S-1L-1-1、S-2L-1SL4 3 225 150

Ｗｈ
院内保育所

検定付

Ｗｈ
職員宿舎

検定付

L5

L6

L7

所内電源

所内換気電源

LGR等電源

予備

予備スペース

2 50 20 -

2 50 20 -

2 50 20 -

3 100 100

3 225

計

予備

予備スペース

3 100 100

3 225

27.223

14.455

5.906

19.7065

75kVA

67.2905

動力

低圧配電盤

210V

6.6kV/

1φ3W

100kVA

NM1

NM2

SM3

N-1M-1、N-1M-2

N-1LM-2

S-1M-1

23.68

8.96

計

3 225 175

3 400 250

3 100 100

予備スペース

3 225 225

3 225

Ｗｈ
院内保育所

検定付

Ｗｈ
職員宿舎

検定付

予備

予備スペース

3 225 225

3 225

96.681

44.041

20.0

Ｓ－２Ｌ－１

2階打合せ室

有り

ＡＣ１φ３Ｗ２００－１００Ｖ 11860 6985

ＳＬ４１

MCCB 3P

100/60A

11860 6985

-１００Ｖ 非常照明充電回路 A2

A2電灯 電灯 （打合せ室他） 930 AE （500） 電灯 （廊下）
1430

1430 100%

１００Ｖ コンセント

（上）

（上）

壁掛型

（居室１） 500

451

A2 A2 500 コンセント （居室２）301

303

305

307

309

302

304

306

308

310

311

コンセント コンセント （居室３） 500 A2 A2 500 コンセント （居室４）

コンセント （居室５） 500 A2 AE 500 ウォシュレット

ウォシュレット 500 AE AE 250 ウォシュレット

PHSアンテナ用他 300 A2

401

A2 300 コンセント （打合せ室）

冷蔵庫用 500 AE AE

10A

1300 ＩＨクッキングヒーター用

101

3575

A2予備 （500） A2 （500） 予備 7150 50%

A2２００Ｖ 電気温水器用 2100 AE （500） 予備

コンセント
1300

2600 50%

２００Ｖ 空調室内機 180 A2 A2 （500） 予備

空調・換気
680

680 100%

盤 名 称 ：

設置場所： 備　　　考盤 形 式 ： 盤寸法：

 扉 ： 幹線接続 ：

塗装色： 2次側接続：

回 路 [x需要率]

容量 容量記 号 番 号 記 号負 荷 名 称 負 荷 名 称電　　圧 負荷容量 上：(VA)

下：(%)

312

(VA) (VA) (VA)

電源種別： 幹線別合計

幹線 No. ：

種別・ｻｲｽﾞ：

主幹別合計

Ｓ－１Ｌ－１

1階EPS

有り

3A6 6985 S-2L-1

A2 A2誘導灯 100 500 警報盤
7785

A2自火報受信機 200 7785 100%

ＡＣ１φ３Ｗ２００－１００Ｖ 25748 19706.5

ＳＬ４

MCCB 3P

100/100A

17963 11921.5

-１００Ｖ 非常照明充電回路 A2

GE FGE電灯 電灯 （外灯他） 200 200 電灯 （外灯）

A2予備 （500） （500） 予備

（上）

（上）

壁掛型

1400

1400 100%

A2２００Ｖ 予備 （500） （500） 予備

電灯
1000

1000 100%

１００Ｖ コンセント （玄関他） 400 AE AE 500 冷蔵庫用

コンセント

901

ウォシュレット 510 AE

SL41

コンセント （倉庫1） 400 A2 AE 900 ガス給湯器用

902

903

電気錠制御盤 100 A2 A2 100 自動点滅器、24Hタイマー

予備 （500） A2 A2 （500） 予備

（上）

（上）

壁掛型

1955

3910 50%

１００Ｖ 全熱交換器 640 A2 A2 （500） 予備

空調・換気
1140

1140 100%

103

201

２００Ｖ 電気温水器用 2100 AE AE3 4000 ＩＨクッキングヒーター用

コンセント
3050

311

306

304 305

309

6100 50%

Ｓ－１Ｌ－１－１

1階EPS

有り

MCCB 3P

100/60A

１００Ｖ

電灯 電灯 （便所他） 440 A2
440

440 100%

A2２００Ｖ 電灯 （研修室） 1400 A2 （500） 予備
1900

電灯 1900 100%

１００Ｖ コンセント （研修室） 400 A2

351

A2 300 PHSアンテナ用他

コンセント ビデオプロジェクター用 365 A2 A2

301

303

307

302

308

100 コンセント （端子盤）
1036.5

AV機器用 408 A2 A2 （500） 予備 2073 50%

盤 名 称 ：

設置場所： 備　　　考盤 形 式 ： 盤寸法：

 扉 ：

401

幹線接続 ：

塗装色：

402

310

2次側接続：

回 路 [x需要率]

容量 容量

10A

記 号 番 号

101 102

記 号負 荷 名 称 負 荷 名 称

312

電　　圧 負荷容量 上：(VA)

下：(%)(VA) (VA) (VA)

電源種別： 幹線別合計

幹線 No. ：

種別・ｻｲｽﾞ：

主幹別合計

盤 名 称 ：

設置場所： 備　　　考盤 形 式 ： 盤寸法：

 扉 ： 幹線接続 ：

塗装色： 2次側接続：

回路方式

MCCB2P 50AF20AT

A1

A2

結　　線　　図分岐開閉器

MCCB1P 50AF20AT

ELCB2P 50AF20AT

MCCB2P 50AF30AT

ELCB2P 50AF30AT

A3

AE3

AE
負荷

分岐開閉器
一般回路

L

3A6 MCCB3P 100AF60AT

No.

1階

2階

B B B

S-1M-1 発電機接続盤

S-1L-1

S-2L-1

SL4

SL41

SM3

A

A

Ａ´

SM4

S-1L-1-1

SM4

C

WP

京都市立病院　管理運営課

京都市立病院整備工事

NS（A1）NS（A3）1：

（院内保育所・支援センター）受変電設備単線結線図・配電盤リスト

支援センター分電盤結線図

E 06

救急・災害医療支援センター

急速充電器

太陽光パネル

＊ハンドホールから充電器まで配線入線

蓄電池設備

パワコン

（容量12kWh相当，

系統連系可能）

（既存基礎使用）

Ⅴ２Ｈ設備

＊既設配線接続。設備の必要に応じて配管配線追加のこと。

（既存基礎使用）

（倍速充電可能，ＣＨＡｄｅＭＯ規格対応）

(３０ｋＷ，
ＣＨＡｄｅＭＯ規格対応）

ただし，救急・災害医療支援センター非常用電源供給設備設置工事

受変電設備単線結線図（既設院内保育所・支援センター屋外型キュービクル）

急速充電器→今回工事で負荷接続

Ⅴ２Ｈ設備（制御機器）

の給電切替に必要に応じて設置）

＊今回工事で機器接続（制御機器はＶ２Ｈ設備

非常用電源供給設備系統図（既設設備に付加）

院内保育所・支援センター

屋外型キュービクル（既設）

（太陽光発電設備8kW以上，
系統連系可能）

太陽光発電設備



幹線・動力・コンセント設備1･2階平面図
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記号凡例

記　号 名　称

注記

プルボックス

電灯分電盤

動力制御盤

（WP：SUS製防水型）

発電機接続端子盤

ACP 天井内空調室内機用コンセント 
2P15/20AE×1

･250V

HEU 全熱交換機用抜止コンセント 2P15AE×1付

ACP 壁付空調室内機用コンセント 
2P15/20AE×1

･250V

EET

K 壁付コンセント　2P15AE×2 鍵付カバー

壁付コンセント 2P15AEx2

壁付コンセント 2P15AEx1ET付

T 端子盤内露出抜止コンセント 2P15Ax2ET付

R 壁付コンセント 2P15AEx2ET付 冷蔵庫用

GK 壁付防水型コンセント 2P15AEx2ET付 給湯器用

VP 天井付コンセント 抜止2P15AEx1
ビデオ

プロジェクター用

O 2P15/20AE×1（200V）壁付コンセント 電気温水器用

IH 壁付コンセント 2P15/20AE×1（200V） ＩＨヒーター用

２重天井内はコロガシ配線とし壁内等は配管にて保護のこと。

4.

露出配管配線

二重天井内ケーブル配線

地中埋設配管配線

VVF2.0-3C (PF22) 1Ｃアース

図中、特記なき配線は下記の通りとする。1.

2.

3.

防火区画、１１４条区画を貫通する部分は防火区画

処理（国土交通大臣認定）を施すこと。

図中、特記なき地中埋設配管深さは、GL-600とする。

空調室内機、全熱交換器の差込プラグ取付は

本工事とする。

床隠蔽配管配線

PHS 天井付コンセント 抜止2P15AEx1 PHSアンテナ用

【空調電源】

【動力設備】

配電盤リスト参照【幹線設備】

動力盤リスト参照

【コンセント設備】

1ＣアースVVF2.0-3C (PF22)

CV5.5 □ -3C (PF28) 1Ｃアース

来客報知用チャイム

警報盤

ＥＣ 電気錠制御盤

例１１４条による主要な間仕切壁

ＡＶ操作ワゴン接続プレートＣＮ

IH 壁付コンセント 2P15/15AE×1（100V） ＩＨヒーター用

ジョイントボックス

コンセント設備平面図幹線動力設備平面図

京都市立病院　管理運営課

京都市立病院整備工事

（災害・救急医療支援センター）
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903 自火報受信機
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ＥＣ

902
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GK

GK

UB UB UB UB UB

VP S-1L-1-1

EET

11

ＥＣ

S-1L-1-1

S-1L-1

＊既設配線使用

（Ｖ２Ｈ用）

ただし，救急・災害医療支援センター非常用電源供給設備設置工事

発電機接続端子盤

＊周囲に太陽光発電設備のパワコン

蓄電池設備等設置

＊系統連系機器接続

S-1M-1

S01

ACP

S01

PACa

以降構内配電線路図参照

＊Ｖ２Ｈ接続

ＣＶＴ１４°（既設）

ＣＶ８°-３Ｃ（既設）
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防火設備を示す。防

網 防火設備(網入ｶﾞﾗｽ)を示す。

114条区画を示す。

主要な間仕切り壁：

の仕上は不燃材料とする。

防煙壁(間仕切壁・防煙垂壁H500)

※防煙区画を形成する

Ｎ
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▽隣地境界線
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内ブレスを示す。

耐力柱を示す。

防火設備を示す。防

網 防火設備(網入ｶﾞﾗｽ)を示す。

114条区画を示す。

主要な間仕切り壁：GB-F ｔ21＋21 片面

※防煙区画を形成する防煙壁(間仕切壁・防煙垂壁H500)
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京都市立病院整備工事

京都市立病院　管理運営課

E-08

（A-　）

外部仕上表

屋根

外壁

基礎 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ布基礎造

床

平形屋根スレート　ｔ＝5.2

樋
竪樋　VP75（掴み金物共）

玄関庇

軒樋　塩ビ製　120角

アルミ製　網戸付き

半外付仕様（住宅用）
建具

　　　スタイロフォームｔ＝25

１Ｆ　土間コンクリートｔ＝100

２Ｆ　コンパネｔ＝12+12

　　　デッキプレートｔ＝50

アルミ製（焼付）

両流れ

防火サイディングｔ＝15

（FP030RF-9082）

（PC030BE-9202）
防火構造　告示1173 

１階　平面図　１／１００

建築平面図・矩形図（参考）

両流れ

矩計図　S=1/25(A1）1/50(A3）

浅層混合処理工法浅層混合処理工法

▽２ＦＬ

△２Ｆ梁天端

▽１ＦＬ
△ＢＰＬ下端

△設計ＧＬ

10
0

3,
37

4

3,
48
0

1,000

6,
67
5

10
6

3,
09

5
1,

57
51,
80
0

350

22
5

1,
57
5

3,
09

5
3,

48
0

10
0

10
0

99
0

2,
70
0

1,
30
0

41
0

1,
15

0
1,
30
0

2,
50
0

▽軒高

住宅用雨樋塩ビ製

4,850

6,300

1,450

350

22
5

▽最高高さ

▽軒高

住宅用ｱﾙﾐｻｯｼ（半外付）

軒裏：ｻｲﾃﾞｨﾝｸﾞ（塗装品）

Y1Y5

笠木：木製18*90

棟包：ｶﾗｰ鋼板　ｔ＝4

野地板：構造用合板　ｔ＝12

ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ940

屋根：平形屋根ｽﾚｰﾄｔ＝5.2

小屋裏まで達せしめること

軽鉄下地LGS65 千鳥（ランナー75）＋GB-F 12.5 両面二重貼り

令114条区画：

外周廻断熱材：ｸﾞﾗｽｳｰﾙ　ｔ＝50（32ｋｇ品）

内壁：ﾋﾞﾆｰﾙｸﾛｽ貼

（ＬＧＳ下地）

天井：吸音化粧石膏ﾎﾞｰﾄﾞ　ｔ＝9.5
（金具止め工法）

ｔ＝15

外壁：窯業系ｻｲﾃﾞｨﾝｸﾞ

（半外付）

住宅用ｱﾙﾐｻｯｼ
額縁：木製塩ビｼｰﾄ貼

ｔ＝4

土台水切：ｶﾗｰ鋼板

防湿ｼｰﾄ　ｔ＝0.15

ﾜｲﾔｰﾒｯｼｭ150＊150＊6
　　土間ｺﾝｸﾘｰﾄ　ｔ＝100（金ｺﾃ押ｴ）

床：長尺塩ビシート貼　ｔ＝2.0

廊下

巾木：ｿﾌﾄ巾木　Ｈ＝60

巾木：ｿﾌﾄ巾木　Ｈ＝60

外周廻断熱材：ｸﾞﾗｽｳｰﾙ　ｔ＝50（32ｋｇ品）

廻縁：塩ビ製

廻縁：塩ビ製

ﾋﾞﾆｰﾙｸﾛｽ貼

軽鉄下地LGS65 千鳥（ランナー75）＋GB-F 12.5 両面二重貼り

令114条区画： （ＬＧＳ下地）

天井：化粧石膏ﾎﾞｰﾄﾞ　ｔ＝9.5

内壁：ﾋﾞﾆｰﾙｸﾛｽ貼

（半外付）

住宅用ｱﾙﾐｻｯｼ

額縁：木製塩ビｼｰﾄ貼

ｶｰﾃﾝBOX：木製塩ビｼｰﾄ貼

▽２ＦＬ

▽１ＦＬ

床：ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ　ｔ＝6.5

　　捨貼ｺﾝﾊﾟﾈ　ｔ＝12（2重貼）
　　ｽﾀｲﾛﾌｫｰﾑ　ｔ＝25

　　Ｖﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄ50　ｔ＝1.2

断熱材：ｸﾞﾗｽｳｰﾙ　ｔ＝50（32ｋｇ品）
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△設計ＧＬ

70
0

2,
00
0

50
1,
30
0

1,
15
0

廻縁：塩ビ製
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居室（2）

研修室
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玄関庇：ｱﾙﾐ既製品

（金具止め工法）

外壁：窯業系ｻｲﾃﾞｨﾝｸﾞ　ｔ＝15

住宅用玄関扉（半外付）

ただし，救急・災害医療支援センター非常用電源供給設備設置工事

ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ940

屋根：平形屋根ｽﾚｰﾄｔ＝5.2

野地板：構造用合板　ｔ＝12
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